
事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

GXの実現に向けて、循環経済（サーキュラーエコノミー）への移
行のため、経済産業省では、2023年３月に「成長志向型の資
源自律経済戦略」を策定し、経済の自律化・強靭化と国際競
争力の獲得を通じた持続的かつ着実な成長に繋げる総合的な
政策パッケージを提示したところである。同戦略を踏まえ、2023
年９月に立ち上げた「サーキュラーエコノミーに関する産官学の
パートナーシップ」※の枠組みを活用し、新たな資源循環市場の
創出に向けた、脱炭素と経済成長を両立する取組を早期に実
現することを目的に支援を実施する。

※サーキュラーエコノミーに野心的・先駆的に取り組む、国、自治
体、大学、企業・業界団体、関係機関・関係団体等の関係主
体を構成員とする連携組織。

成果目標・事業期間
事業概要

「サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ」の枠組
みを活用し、関係主体の有機的な連携を通じて、

（１）自動車・バッテリー、電気電子製品、包装、プラスチック、
繊維等について、動静脈連携による資源循環に係る技術開
発及び実証に係る設備投資等を支援する。

（２）自動車・バッテリー、電気電子製品、包装、プラスチック、
繊維等について、長寿命化や再資源化の容易性の確保等
に資する「環境配慮型ものづくり」のための技術開発、実証及
び商用化に係る設備投資等を支援する。

産官学連携による自律型資源循環システム強靱化促進事業
国庫債務負担行為含め総額 100億円 ※令和7年度予算案額 30億円（35億円）

GXグループ 資源循環経済課

民間団体等 民間企業等国

補助

（定額）

補助

（1/2、1/3等）

（１）・（２） （１）・（２）

令和6年から8年までの3年間の事業であり、

短期的には、動静脈連携による資源循環や環境配慮型ものづく
りに係る実証事業等を開始することを目指す。

中期的には、動静脈連携による資源循環や環境配慮型ものづく
りを通じた製品を実証事業等により商用化することを目指す。

長期的には、動静脈連携による資源循環や環境配慮型ものづく
りを通じた製品を普及させることを目指す。



サーキュラーパートナーズ（CPs）会員（12月12日時点）

会員数：567者

企業 ：453社

業界団体 ：31団体

自治体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

：22自治体

：24機関

：37機関

（大企業：190社、中小企業：263社（うち、小規模企業：70社））

https://www.cps.go.jp/

公式サイト

https://www.cps.go.jp/
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